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　本研究は青年期の家族構造と子どもの問題行動との関連を検討することを目的とした。
まず、家族構造、ならびに子どもの問題行動を測定するための項目の精緻化を行った。次
に、中学生264名（男性135名、女性129名）を対象に質問紙調査を行った。質問紙は青年
の視点からみる家族構造と青年が自覚する自身の問題行動からなる。父母間、父子間、母
子間における「結びつき」と「勢力」から分類した家族構造の差異、さらに、子どもの視
点からみる現実と理想の家族構造の差異の程度という２つの観点から、子どもの問題行動
との関連について検討した。主な結果として、子どもの問題行動の低さと関連する家族構
造は、家族成員間の結びつきが強く、各成員の影響力が均衡した家族の形態であった。一
方、結びつきが弱く、勢力が不均衡な家族の形態、さらには子どもの視点からみる現実と
理想の家族構造の差異の大きさが子どもの問題行動の高さと関連するという結果が示唆さ
れた。本研究の結果から中学生の家族構造の在り方について考察した。
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問題と目的
　青年期という時期に位置する子どもは、身体的、精神的な発達や社会参加に伴い、自己
概念や価値観、対人関係の在り方など、さまざまな変化を経験する。このような経験は青
年個人にのみもたらされるものではなく、日常を共にし、多くの時間を共有する家族にお
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いても、家族成員の変化や発達に伴いその在り方を変えていく。このような家族成員の
変化、発達により生じる家族の関係や役割、機能的な変化は、個人の発達と表裏一体であ
り、ある程度の規則的な推移が指摘されている（盛岡・望月，1997；柏木，2003）。ここ
で求められる家族の変化や発達とは、前段階の家族における規則や習慣、課題、そしてそ
れらに基づく家族関係自体の質的な変化である。青年期の子どもをもつ家族の課題として、
Carter & McGoldrick（1989）は、子どもの独立をすすめ、家族を柔軟にすること、そし
て質的な変化として、青年が家族システムを出入りできるように親子関係を変え、さらに
は親自身も夫婦関係の在り方、自分自身の職業上の達成や老後への関心に目を向けること
の重要性を指摘している。したがって、友人との関係を重視するようになり、社会参加が
促進され、家族への依存と自立への葛藤に揺れ動く青年に対し、家族の柔軟性がとりわ
け求められる時期と考えられる。さらに家族の発達過程における移行期において、親子間
で独立と分離の移行が阻害された時に家族の危機が高まることが指摘されている（Haley，
1976，佐藤（訳），1985）。よって、青年期の子どもをもつ家族では、子どもの発達に伴い、
家族関係の質的変化がとりわけ求められる時期であり、その過渡期にあたる青年期前期の
家族関係に着目することは、子どもの問題行動を理解し、社会への適応や情緒的な安定の
基盤を形成する上で重要な示唆が得られるものと考えられる。
　ところで、子どもに起こる問題を家族という文脈も踏まえて理解、説明しようとする本
邦での試みは、1980年代の家族心理学という学問分野の確立と共に発展した。しかしなが
ら、臨床心理学的な観点、つまり家族と子どもの問題との関連についての実践報告が行わ
れる一方、本邦での家族関係についての実証研究は十分な知見の積み重ねが得られている
とは言い難い。また、家族関係は、母子関係や父子関係といった一部の関係や家族全体の
特徴、そして親の養育態度や幼少期の否定的体験と子どもが示す現在の問題との関連など
により検討されてきた。家族は父親や母親、子どもといった複数の成員から成り、夫婦関
係や父子関係、母子関係といった様々な関係性が絡み合い成立している。このような“複
雑な家族関係”を把握する観点として、家族という集団を構成する要素としての個人を尊
重しつつ、さまざまな関係性の組み合わせを捉え、その相互関係から家族の性質を把握す
るシステム論的観点が重要視されている（Hoffman，1981）。しかし、家族を捉える多く
の査定方法が開発される一方（Grotevant & Carlson，1989）、家族内の複雑な関係を捉え
る上で、回答者の負担が少なく、かつ臨床上応用可能なツールの開発、ならびに家族関係
と子どもの相互作用から子どもの問題行動を捉える検討が課題となる。この課題を踏まえ、
第一筆者は、家族構造を効率的に査定し、家族システム自体の研究を進めるために、家
族成員間の関係性を測定する上で軸となる因子を少数で捉える検討を行うとともに、査
定ツールの検討をした（狐塚・野口・閏間他，2008；野口・狐塚・宇佐美他，2009；狐
塚・野口・山本他，2010）。さらに、青年期の家族構造と子どものストレスとの関連につ
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いて検討を行った（狐塚，2011；狐塚，2012；狐塚，2015）。家族関係を査定する上でと
りわけ重要な「結びつき」と「勢力」を軸に家族成員間の関係性を捉え、その組み合わせ
から家族構造を分類し、青年のストレスとの関連を検討した一連の研究において、夫婦
間、父子間、母子間の強い結びつきと３者の勢力が均衡した構造が青年のストレスの低さ
と関連を示すことを特定した。しかしながら、狐塚による一連の研究（狐塚，2011；狐塚，
2012；狐塚，2015）は、高校生や大学生を対象としているため、ある程度社会化された対
象であることが伺える。よって、物理的な観点から家族との相互作用が密に行われる、あ
るいは高校生や大学生よりも、日常で多くの時間を共にする中学生を対象とすることで、
青年期の家族の在り方がより顕著に表れることが期待できる。以上の青年期の家族を対象
とする研究の意義と課題を踏まえ、本研究では青年期前期の中学生を対象に、家族構造と
子どもの問題行動との関連を検討する。
　さらに本研究では、青年自身が属する普段の家族をどのように認知しているかという現
実の家族関係と、こうありたいと望む、あるいはこうなって欲しいと期待する家族関係を
青年の視点から捉え、これら２つの差異についてシステム論的観点からの説明を試みる。
システム論を臨床心理学、とりわけ家族療法の理論的背景に取り入れ、現象の説明に用い
た長谷川（1997）は、「変換性」、「全体性」、「自己制御性」という３つをシステムの性質
としている。これらのシステムの性質を、家族療法の発展と足並みをそろえて発展して
きた家族システム論の歴史的変遷と展開について示した若島（2005）の論考を手がかりに、
本研究で扱う現実と理想の家族、そしてその差異が示す意味について以下に説明する。
　まず、長谷川（1997，p.120）によれば、システムとは「ある目的のために集められ組
み合わされた諸部分からなるもの」と定義している。ここでいう“目的”とは、家族システ
ムのように、目的自体が曖昧で明確な目的が定義できない場合もありうるが、システムの
３つの特徴を説明することを通して理解できる。まずは「全体性」であるが、ゲシュタル
トの考え方が比喩として用いられるように、全体というのは単に部分を寄せ集め、その総
和により説明することができず、また個々の要素を細分化しても家族システムの性質は捉
えることができないと考える。すなわち、家族システムを構成するメンバー（例えば、父
親や母親、青年）のパーソナリティを把握し、それらを寄せ集めても、その家族の規約（ルー
ル）や家族内で起こる問題解決のパターンといったものは把握できないわけである。また、
母子関係という単一の関係の在り方には、夫婦関係、そして父子関係の在り方が密接に関
係し単一の関係を支えていると考えていく。したがって「全体性」とは、家族システムを
構成要素に切り離せず、要素間の循環性による相互作用によって一つのまとまりをもった
全体として働くことを意味している。本研究では、夫婦、父子、母子の関係性の組み合わ
せを家族構造と定義して進めていく。さらに家族システムには、絶えずその内外にさまざ
まな変化が生じている。家族を構成するメンバーの発達に伴う内的な変化、そしてそれぞ
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れの家族が属する社会の変化がそれにあたる。「自己制御性」は、ネガティブ・フィードバッ
クとも呼ばれ、このような家族システム内外の変化と連動して逸脱を制御し、システムの
形態を維持、安定させる力であり、家族システムに対して求心的に作用する力を意味する。
一方、「変換性」とは、ポジティブ・フィードバックとも呼ばれ、「自己制御性」とは逆に
システムの形態の発展や変化を増幅させる力であり、家族システムに対して遠心的に作用
する力を意味する。これら「自己制御性」ならびに「変換性」が常に働くことで、家族シ
ステムはその形態や機能を発達させ、変化していく。
　システム論的に家族を理解するという観点を、本研究で扱う青年の視点からみる現実と
理想の家族、そしてそれらの差異に当てはめてみる。本研究で仮定する理想の家族とは、
青年がこうありたいと望む、あるいはこうなって欲しいと期待する家族関係を意味する（以
下、家族構造（理想）と記載する）。この家族構造（理想）は、青年自身で決定すること
ができる家族の在り方である。一方、現実の家族は、青年が属する普段の家族を自身でど
のように認知しているかという家族の在り方を意味し（以下、家族構造（現実）と記載す
る）、家族構造（現実）は青年のみで決定できるものではなく、父親や母親との相互作用
により規定されていく。青年の発達に伴う児童期から青年期への家族システムの移行にお
いて、家族システム内では各関係の結びつきの程度や力関係、さらには家族のルールや問
題解決の在り方などについて児童期の在り方からの質的な変換が必要となる。青年期以前
は親が主導的だった関係が、青年期に移行する過程で、子どもの自立や主体性を尊重する
関わりへと移行していくことが必要であり、この移行は親子関係の垂直的な関係性から水
平的な関係性への移行とも考えられる。しかしながら、この移行が阻害される場合もあり
うる。例えば、青年の社会化に伴い、これまでの価値観の揺らぎ、自己決定、自律性が高
まり、家族内における青年の影響力が強くなっていくにもかかわらず、親がこのような青
年の発達を受け入れず、青年にいつまでも子どもとしての役割や親の意向に従うよう求め
る親主導型の関係を強いるといったことを想定すると容易に理解できよう。この意味にお
いて、家族構造（現実）は、青年がどのような関係を望むか、あるいは青年がその関係に
満足しているか否か、親の求める関係の在り方を享受するか否かといった要因が含まれる
ものの、父親や母親の意向が含まれた状態、すなわち家族システムに求心的な力（自己制
御）が働いている家族構造と仮定することができる。したがって、本研究における現実と
理想の家族構造の差異とは、その程度が大きいほど青年の発達に伴う家族の在り方に変化
が促されず、これまでの家族の在り方に固執する状態、言い換えれば「自己制御性」と「変
換性」のバランスを欠いた状態にあり、前者が後者を上回る状態により家族システムの発
達が阻害されている状態であると仮定する。そして、この差異と青年の問題行動との関連
を検討していく。以上のことから、本研究では青年期の前期にあたる中学生の家族構造の
在り方、さらに子どもの視点からの現実と理想の家族構造の差の程度を捉えるという２つ
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の観点から、子どもの問題行動との関連について検討することを目的とする。
方法
　青年期の家族構造と子どもの問題行動との関連についての研究に先立ち、研究１（予備
調査）として子どもの視点から家族構造を測定する項目内容の検討を行い、その結果を基
に研究２（本調査）を実施した。
研究１（予備調査）
　中学生の家族構造を測定するにあたり、高校生や大学生を対象に作成された野口ら
（2009）の家族構造測定尺度から下位項目である「結びつき」と「勢力」を用い、中学生
が理解しやすい項目へ修正を行った。野口ら（2009）の家族構造測定尺度は、父母間、父
子間、母子間を結ぶ逆三角形の図を用いて、それぞれの関係を「非常に弱い」～「非常に
強い」までの10件法により点数を記入させるものである。しかし、本研究では調査対象者
を中学生とするため、下位項目である「結びつき」と「勢力」を中学生がその意味・内容
を理解しやすいような項目に修正し、「まったくそう思わない」～「非常にそう思う」ま
での４件法による質問を作成した。項目については、現役の小・中学校教員各２名の計４
名、臨床心理学を専攻する大学院生３名、大学教員１名にて検討し、「結びつき」、ならび
に「勢力」について各３項目を作成した。そして、野口ら（2009）の家族構造測定尺度と
本研究で作成した新規項目の構成概念妥当性について検討し、新規項目が家族構造におけ
る「結びつき」と「勢力」を反映した項目内容であるかを確認した。
調査対象者と調査時期
　調査対象者は関東地方に位置する大学の学生132名（男性75名、女性57名）であった。
大学の講義の一部の時間を使い、一斉に質問紙の配布、回収を行った。平均年齢は、男性
20.27歳（SD＝1.79）、女性20.31歳（SD＝3.23）、全体は20.29歳（SD＝2.51）であり、調査
時期は2016年10月中旬から12月中旬にかけて行った。
質問紙の構成
　フェイスシートに、質問内容に負担を感じた場合は途中で回答をやめることができるこ
と、回答内容は研究の目的においてのみ使用すること、個人が特定されないことを記載す
るとともに、同様の内容を、講義を担当する教員からも学生に説明し、同意を得た上で実
施した。下位項目である「結びつき」は、お互いの仲の良さや親密さ、連帯感の強さを意
味する。野口ら（2009）の家族構造測定尺度の「結びつき」に関する測定方法を用い、上
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記の「結びつき」の意味する内容を記載した上で、父母間､ 父子間、母子間を結ぶ逆三角
形の図を用い、それぞれの関係において「非常に弱い」～「非常に強い」の10件法により
数値で記載するよう回答を求めた。本研究で新たに作成した「結びつき」に関する項目は、
父母間､ 父子間、母子間それぞれの関係について、「〇と仲が良い」、「〇と何でも話し合
える」、「〇と助け合える」という３項目を用い（計９項目）、「まったくそう思わない」～
「非常にそう思う」までの４件法により回答を求めた。
　「勢力」は、各家族成員が有する影響力、発言力、決定力の強さを意味する。野口ら（2009）
の家族構造測定尺度の「勢力」に関する測定方法を用い、上記の「勢力」の意味する内容
を記載した上で、誰の誰に対する勢力かを明確にするために、父母間、父子間、母子間の
双方向（計６方向）から「非常に弱い」～「非常に強い」までの10件法により数値で記載
するよう回答を求めた。本研究で新たに作成した「勢力」に関する項目は、父母間､ 父子
間、母子間の双方向ついて、「〇は〇の言うことに従うことがある」、「〇は何かを決める
とき、〇の意見を参考にする」、「〇は、〇が迷ったときに決めてくれる（決めてあげる）」
という３項目を用い（計18項目）、「まったくそう思わない」～「非常にそう思う」までの
４件法により回答を求めた注１）。本研究で新たに作成した「結びつき」と「勢力」に関す
る項目を便宜的に改訂版家族構造測定尺度と記載する。
結果
　野口ら（2009）の家族構造測定尺度と改訂版家族構造測定尺度による相関分析に先立ち、
各測定尺度の得点化を行った。野口ら（2009）の家族構造測定尺度においては、「結びつき」
と「勢力」は各１項目であるため、10件法で測定した数値を「結びつき」では父母間得点、
父子間得点、母子間得点とした。「勢力」においても「結びつき」と同様に、「父から母」、「母
から父」、「父から子」、「子から父」、「母から子」、「子から母」得点として使用した。一方、
改訂版家族構造測定尺度では、下位因子である「結びつき」と「勢力」それぞれの３項目
の合計得点を算出し、それぞれの因子の合計得点とした。なお、信頼性の基準としてα係
数を算出したところ、各関係における「結びつき」では.87～.94という高い値を示した。一方、
各関係における「勢力」は概ね高い値が示されたものの.68～.91と、値にばらつきがみら
れた。しかし、３項目といった少ない項目数であることを考慮し採用した。
　以上の得点化を行った上で、野口ら（2009）の家族構造測定尺度と改訂版家族構造測定
尺度による相関分析（Spearman）を行った。その結果、「結びつき」では「父母間」（.78）、
「父子間」（.69）、「母子間」（.67）と全て正の相関が認められ.67～.78といった強い相関が
確認できた。「勢力」については、「父から母」（.61）、「母から父」（.42）、「父から子」（.54）、
「子から父」（.49）、「母から子」（.31）、「子から母」（.43）と全て正の相関が認められ.31
～.61という中程度から強い正の相関が確認できた（表１、表２）。この相関分析の結果から、
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改訂版家族構造測定尺度で測定される「結びつき」と「勢力」は、構成概念の妥当性を有
していると判断し、家族構造の査定として新たに作成した項目を使用することとした。
表１　家族構造測定尺度（野口・狐塚・宇佐美他，2009）と改訂版家族構造測定尺度との「結びつき」
の相関分析結果（ｎ＝132）
結びつき
父母間 父子間 母子間
.78*** .69*** .67***
***p＜.001
表２　家族構造測定尺度（野口・狐塚・宇佐美他，2009）と改訂版家族構造測定尺度との「勢力」
の相関分析結果（ｎ＝132）
勢力
父→母 母→父 父→子 子→父 母→子 子→母
.61*** .42*** .52*** .49*** .31*** .43***
***p＜.001
研究２（本調査）
　研究２（本調査）では、研究１（予備調査）の検討を踏まえ、青年期の家族構造と子ど
もの問題行動との関連を検討する。
調査対象者と調査時期
　関東地方に位置する公立中学校の生徒330名を対象として、質問紙調査を行った。な
お、質問紙は授業の一部の時間を使用し、クラス単位で一斉に配布、回収を行った。回収
後、得られた欠損値の多い回答や極端に偏った回答、母子、父子家庭の回答を除外した計
264名（男性135名、女性129名）のデータを分析対象とした。対象者の平均年齢は、男性
13.84歳（SD＝.36）、女性13.79歳（SD＝.45）、対象者全体は13.81歳（SD＝.41）であった。
調査時期は2017年２月中旬から３月中旬であった。
質問紙の構成
　質問紙は、①フェイスシート、②年齢、性別、家族構成といった基礎情報、③改訂版家
族構造測定尺度、④顕在的問題行動尺度から構成される。なお、フェイスシートには、質
問内容に負担を感じた場合は途中で回答をやめることができること、回答内容は研究の目
的においてのみ使用すること、個人が特定されないことを記載するとともに、同様の内容
をクラス担任から生徒に説明し、同意を得た上で実施した。
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１．家族構造（現実）と家族構造（理想）の測定
　研究１（予備調査）で作成した改訂版家族構造測定尺度を使用し、同様の4件法を用いて、
家族構造（現実）と家族構造（理想）を測定した。なお、家族構造（現実）においては、「あ
なたが普段感じている今現在の関係」と教示し、家族構造（理想）では、「こうだったらい
いなと思う理想的な関係」と教示した上で、同様の項目を用いた。各項目は得点が高くな
るほど各関係の「結びつき」および各関係における各自の「勢力」が強くなるよう構成した。
２．子どもの問題行動の測定
　子どもの問題行動の測定は、中学生用ストレス反応尺度（岡安・嶋田・丹野他，1992）、
気分調査票（坂野・福井・熊野他，1994）、日本語版YSR（倉本・上林・中田他，1999）
で用いられている子どもの問題行動の項目内容を参考に、研究１（予備調査）と同様のメ
ンバーにより「普段の学校生活において、児童や生徒の問題として挙げられるもの、観察
されるもの、あるいは児童・生徒から訴えがあるもの」について検討を重ね、子どもの問
題行動に焦点をあてた27項目を作成した。なお、これら27項目はAchenbach（1991）の知
見を参考に、不安や抑うつのような内在化する問題と、反社会的な行動や攻撃性のような
外在化する問題の２領域を仮定した。回答は、「まったくそう思わない」～「非常にそう
思う」までの４件法を用い、得点が高くなるほど子ども自身が自覚する問題行動の高さを
意味する。
結果
１．改訂版家族構造測定尺度の得点化
　家族構造（現実）と家族構造（理想）における「結びつき」と「勢力」の２因子において、
はじめに父母間、父子間、母子間における家族構造（現実、理想）の各因子得点の記述統
計量を算出し得点化を行った注２）。次に、父母間、父子間、母子間における各因子得点を用い、
家族構造（理想）から家族構造（現実）の得点を引いた値を「現実と理想の差異」得点とした。
２．子どもの問題行動測定項目を用いた因子構造の検討と得点化
　子どもの問題行動の測定項目を用いて因子構造の検討と得点化をおこなうため、測定項
目（27項目）から記述統計量を算出し、天井効果を示す4項目と、フロア効果を示す1項目
を除いた22項目に対し、主因子法・プロマックス回転により探索的因子分析を行った。こ
の際、項目選別の基準として、因子負荷量（絶対値.40以下の因子負荷量を示す項目および、
２つ以上の因子に多重負荷量を示す項目）、信頼性係数、項目内容の観点から選別し、12
項目を除外した。さらに残りの項目を用いて分析を行い、固有値および因子の解釈可能性
から、計10項目からなる２因子解を採択した。
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　第ⅰ因子は、「やる気が起きないことがある」、「集中力が続かないことがある」、「気が散
りやすいことがある」などに高い負荷量を示した。活動水準の低さやある程度の持続的に
注意を向けることの困難さを意味する６項目から構成されているため「非活動性・不注意」
因子と命名した。第ⅱ因子は、「怒りがなかなかおさまらないことがある」、「カッとなりや
すい」、「イライラすることがある」などに高い負荷量を示した。怒りを抱き、自分の外面
に攻撃性を表現する内容の4項目から構成されているため「怒り・攻撃性」因子と命名した。
信頼性の基準として、各因子のα係数を算出したところ、第ⅰ因子では.79、第ⅱ因子では.88
という信頼性が確認できた。第ⅰ因子においては若干低い信頼性係数ではあるものの項目
数ならびに項目内容から判断し採用した。各因子の合計得点を項目数で除した値を「非活
動性・不注意」得点、「怒り・攻撃性」得点とした。因子分析の結果を表３に示す。
　次に、因子構造の妥当性を検討するため確認的因子分析を行った。子どもの問題行動
を測定する10項目を観測変数、探索的因子分析で抽出された２因子を潜在変数とする因
子分析モデルを構成し、確認的因子分析を行った（図１）。その結果、因子分析モデルの
適合度が確認された（χ２(34)＝82.845(p＜.001)、GFI＝.940、AGFI＝.903、CFI＝.952、
RMSEA＝.074）。因子間相関については、２因子間で相関係数.49と比較的強い相関を示し
た。各因子と下位項目間では、「非活動性・不注意」因子と下位項目間との相関係数は.44～.68
と比較的強い相関を示し、「怒り・攻撃性」因子と下位項目間との相関係数では.78～.91と
比較的強い～強い相関を示した。以上のことから、子どもの問題行動を測定する尺度の因
子構造の妥当性が確認された。構成概念妥当性の課題は残されるものの、本研究では子ど
もの問題行動を簡易的に把握する２因子10項目からなる尺度を作成できた。さらに、この
尺度を顕在的問題行動測定尺度と命名した。
表３　問題行動の測定項目の因子分析結果（Promax回転後の因子パターン）
項目内容 F1 F2
第ⅰ因子　非活動性・不注意　α＝.79
24　やる気が起きない .83 -.09
25　集中力が続かない .77 -.08
５　気が散りやすい .58 .05
26　疲れやすい .51 .09
６　そわそわする .49 .15
３　考えがまとまらない .43 .06
第ⅱ因子　怒り・攻撃性　α＝.88
19　怒りがなかなかおさまらない .01 .84
20　カッとなりやすい -.05 .81
７　イライラする .03 .78
18　物やほかの人に怒りをぶつけたくなる .07  .75
因子間相関　　 .50
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３．家族構造の類型
　まず、改訂版家族構造測定尺度により測定した家族構造（現実）のプロフィー ルを作成した。
父母間、父子間、母子間における「結びつき」、「勢力」の下位尺度得点をｚ値に変換後、そ
れぞれの下位尺度得点に対してWard法によるクラスタ分析を行った。クラスタ数の検討には、
テンドログラムを基準に、各クラスタに含まれる被験者数や各クラスタの解釈可能性の観点か
ら検討し、解釈可能な３クラスタを採択した（図２）。まず、第１クラスタの特徴として、各シス
テム間の「結びつき」が-.50SD以内の値を示し、「勢力」においては父母間が-.50SD以上の
値を示している。これらの特徴から、第１クラスタを「平均的結びつき・母親勢力高群」（ｎ＝
79）と命名した。第１クラスタは全体の約30％を占める。次に、第２クラスタの特徴として、「結
びつき」がいずれの関係においても+.50SD以上の値を示し、「勢力」はいずれの関係におい
ても-.50SD以内の値を示している。これらの特徴から、第２クラスタを「三者高結びつき・勢
力均衡群」（ｎ＝120）と命名した。第２クラスタは全体の約40％を占める。最後に、第３クラ
スタの特徴として、「結びつき」が各関係でいずれも-.50SD以上の値を示し、「勢力」におい
ては父親の勢力が突出して高く、母子間においては均衡していることから、第３クラスタを「三
者低結びつき・勢力不均衡群」（ｎ＝65）と命名した。第3クラスタは全体の約25％を占める。
　次に、父母間、父子間、母子間における「現実と理想の差異」得点をｚ値に変換後、それ
ぞれの下位尺度得点に対し、家族構造（現実）のプロフィール作成と同様の分析方法を用い
て検討した。その結果、解釈可能な３クラスタが採択された（図３）。大まかにみると、差異
の大きさにより二分され、第１クラスタ、ならびに第２クラスタは差異が小さく、第３クラ
スタは差異が大きいといった結果であった。第１クラスタの特徴として、父子間と母子間の「結
びつき」が+.50SD以上の値を示し、「勢力」の差異は+.50SD以内の値を示している。差は小さ
図１　子どもの顕在的問題行動測定尺度の確認的因子分析による構造モデル
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いものの、青年が父親と母親に対する強い結びつきを期待していると解釈できる。よって第
１クラスタを「差異小・結びつき高期待群」（ｎ＝72）と命名した。第１クラスタは全体の約
27％を占める。次に、第２クラスタの特徴として、各関係における「結びつき」の値が概ね
-.50SDを示し、「勢力」は+.50SD以内の値を示している。第１クラスタと同様に差は小さいも
のの家族成員間の弱い結びつきを期待していると解釈できる。よって第２クラスタを「差異小・
結びつき低期待群」（ｎ＝147）と命名した。第２クラスタは全体の約56％を占める。最後に
第３クラスタの特徴は、母子間における「結びつき」と「勢力」の差は小さいものの、父母間、
父子間における「結びつき」と「勢力」の値が相対的に突出して高い形状を示している。サ
ンプル数の制限からも控えめに解釈すると父母間、ならびに父子間における父親との「結び
つき」においては強い結びつきを、父親の「勢力」に関しては弱い勢力であることを期待し、
均衡した家族構造を期待している一群であると解釈した。よって第３クラスタを「差異大・
均衡期待群」（ｎ＝45）と命名した。第３クラスタは全体の約17％を占める。
図２　家族構造（現実）のプロフィール
図３　現実と理想の差異における家族構造プロフィール
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４．家族構造と子どもの問題行動との関連
　まず、家族構造（現実）の家族構造の在り方と子どもの問題行動との関連を検討するため、
家族構造（現実）の３クラスタを独立変数に、顕在的問題行動測定尺度の下位尺度である「非
活動性・不注意」と「怒り・攻撃性」の平均得点を従属変数とした一元配置分散分析を行った。
その結果、「非活動性・不注意」得点に家族構造の違いによる有意な差が認められた（F(2，
261)＝3.50，p＜.05）。TukeyのHDS法による多重比較（５％水準）の結果、「三者低結びつき・
勢力不均衡群」が「平均的結びつき・母親勢力高群」と「三者高結びつき・勢力均衡群」
よりも有意に高く、「平均的結びつき・母親勢力高群」と「三者高結びつき・勢力均衡群」
においては有意な差が認められなかった。また「怒り・攻撃性」得点においても、家族構
造の違いによる有意な差が認められた（F(2,261)＝3.92，p＜.01）。TukeyのHDS法による
多重比較（5％水準）の結果、「三者低結びつき・勢力不均衡群」が「平均的結びつき・母
親勢力高群」と「三者高結びつき・勢力均衡群」よりも有意に高く、「平均的結びつき・
母親勢力高群」と「三者高結びつき・勢力均衡群」においては有意な差が認められなかった。
表3　家族構造（現実）と子どもの顕在的問題行動尺度の下位尺度得点の分散分析結果
CLU．１
平均的結びつき・
母勢力高群
CLU．２
三者高結びつき・
勢力均衡群
CLU．３
三者低結びつき・
勢力不均衡群 F 多重比較
M SD M SD M SD
非活動性・不注意 2.57 0.87 2.43 0.88 2.88 0.84 5.54（2,261）＊　 ③＞①＝②
怒り・攻撃性 2.81 0.63 2.72 0.64 3.00 0.61 3.92（2,261）＊＊ ③＞①＝②
＊p＜.05，＊＊＊p＜.001
　次に、家族構造（理想－現実）の３クラスタを独立変数に、顕在的問題行動測定尺度の
下位尺度である「非活動性・不注意」と「怒り・攻撃性」の平均得点を従属変数とした一
元配置分散分析を行った。その結果、「非活動・不注意」得点に家族構造（理想－現実）
の違いによる有意な差が認められた（F(2,261)＝5.87，p＜.01）。TukeyのHDS法による多
重比較（１％水準）の結果、「差異大・均衡期待群」が「差異小・結びつき高期待群」と
「差異小・結びつき低期待群」よりも有意に高く、「差異小・結びつき高期待群」と「差異
小・結びつき低期待群」においては有意な差が認められなかった。また、「怒り・攻撃性」
得点にも家族構造（理想－現実）の違いによる有意な差が認められた（F(2,261)＝6.14，p
＜.01）。TukeyのHDS法による多重比較（１％水準）の結果、「差異大・均衡期待群」が「差
異小・結びつき高期待群」と「差異小・結びつき低期待群」よりも有意に高く、「差異小・
結びつき高期待群」と「差異小・結びつき低期待群」においては有意な差が認められなかった。
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表4　家族構造（理想－現実）と子どもの顕在的問題行動尺度の下位尺度得点の分散分析結果
CLU．１
差異小・結びつき
高期待群
CLU．２
差異小・結びつき
低期待群
CLU．３
差異大・
均衡期待群 F 多重比較
M SD M SD M SD
非活動性・不注意 2.84 0.7　 2.72 0.61 3.1　 0.52 5.87（2,261）＊＊ ③＞①＝②
怒り・攻撃性 2.51 0.87 2.49 0.89 2.99 0.8　 6.14（2,261）＊＊ ③＞①＝②
＊＊p＜.01
考察
　本研究は家族内における関係性の質的変化がとりわけ求められる青年期前期の子どもを
もつ家族に着目し、青年の視点からみた自身の家族、そして問題行動をどのように認知し
ているかという点から質問紙による調査を行い、青年の問題行動の低さと関連する家族の
在り方を検討することを目的とした。この目的に沿い、これまで高校生や大学生を対象と
して検討されてきた家族構造測定尺度（野口・狐塚・宇佐美他, 2009）について、中学生
にも回答しやすい項目に修正すると共に、青年の問題行動を測定する簡易的な測定ツール
も併せて検討した。
１．家族構造（現実）の類型と子どもの問題行動
　家族構造と子どもの問題行動との関連を検討するため、まず家族構造（現実）をクラスタ
分析により「平均的結びつき・母親勢力高群」、「三者高結びつき・勢力均衡群」、「三者低結
びつき・勢力不均衡群」に分類した。第２クラスタである「三者高結びつき・勢力均衡群」、
つまり父母間、父子間、母子間の結びつきが強く、それぞれの影響力、発言力、決定力と
いった勢力が均衡した構造が全サンプルの40％を占め、男女比は同数であった。次いで全体
の27％を占める第１クラスタの「平均的結びつき・母親勢力高群」は、家族成員間の結びつ
きが平均的な値を示し、父母間、母子間において母親の相対的な勢力が強い母親の存在が軸
となる家族構造であった。さらに全体の25％を占める第３クラスタは、「三者低結びつき・
勢力不均衡群」でありいずれの関係においても結びつきが弱く、父母間、父子間において父
親の勢力が突出して強く、母子間においては均衡している構造を特徴とする。高校生を対象
とした狐塚（2015）の知見でも３つの家族構造に分類され、本研究の第２クラスタにあたる「三
者高結びつき・勢力均衡群」は全体の39％であることが報告されており、この家族の形態は
青年期の構造として一般的に多い特徴であることが伺える。さらに、この３クラスタを独立
変数に、顕在的問題行動測定尺度の下位尺度である「非活動性・不注意」と「怒り・攻撃性」
の平均得点を従属変数とした分析からは、いずれの問題行動の得点も第３クラスタの「三者
低結びつき・勢力不均衡群」が、第１クラスタの「平均的結びつき・母親勢力高群」と第２
90
作大論集　第８号　2018年３月
クラスタの「三者高結びつき・勢力均衡群」よりも高く、「平均的結びつき・母親勢力高群」
と「三者高結びつき・勢力均衡群」においては差が認められないという結果であった。この
結果は、子どもが呈する問題行動と家族成員間の弱い結びつきに基づく不均衡な勢力である
家族構造が関連するとともに、子どもの問題行動は、それが内に向くか外に向くかという表
出型に関わらず、家族構造の在り方と親和性の高さを意味する。この結びつきの弱さに基づ
く勢力を強制や強要を伴う勢力と解釈すると、子どもの問題行動の高さは、家族成員間の情
緒的なつながりである結びつきを弱め、父親の強い勢力の行使と母親の子どもに対する影響
力の弱さを特徴とした家族構造の在り方を構成し、そのような家族構造は子どもの問題行動
を維持、存続させる要因ともなりうるといった可能性が示唆される。一方で、子どもの問題
行動の低さと関連する家族構造においては、第１クラスタの「平均的結びつき・母親勢力高
群」と第２クラスタの「三者高結びつき・勢力均衡群」との間に子どもの問題行動得点の差
が認められなかったことを踏まえて慎重に解釈する必要があるものの、以下の点が考えられ
る。まず、第２クラスタの「三者高結びつき・勢力均衡群」の特徴は、大学生を対象とした
家族内ストレスとの関連（狐塚，2011）、高校生を対象とした摂食障害傾向との関連（狐塚，
2012）やストレッサーとの関連（狐塚，2015）において指摘されているように、子どもの問
題の低さと関連する家族構造と概ね同様であった。また、第２クラスタの特徴は、第３クラ
スタの「三者低結びつき・勢力不均衡群」で示した家族構造の特徴とはほぼ正反対の特徴を
示し、さらに青年期の構造として一般的に多い特徴であることを踏まえると、結びつきの高
さに伴う三者の勢力が均衡した家族構造の形態は、子どもの問題行動の低さと関連すること
が推察される。このことは、家族構造の「結びつき」と「勢力」における質的な違いはある
ものの、青年期前期にあたる中学生においても高校生や大学生の家族構造の在り方と同様の
特徴が当てはまることを意味すると考えられる。
２．青年の家族構造の現実と理想の差異からの検討
　次に、本研究では青年自身が属する普段の家族をどのように認知しているかという現実の
家族関係と、こうありたいと望む、あるいはこうなって欲しいと期待する家族関係を青年の
視点から捉え、これら２つの差異について検討することも目的の一つであった。そして、これ
ら２つの差異が大きいほど青年の発達に伴う家族の在り方に変化が促されず、これまでの家
族の在り方に固執する状態であり、家族システムの発達が阻害されている状態と仮定した。
　父母間、父子間、母子間における「現実と理想の差異」は、クラスタ分析より、第１
クラスタとして全体の27％を占める「差異小・結びつき高期待群」、第２クラスタとして
56％を占める「差異小・結びつき低期待群」、第３クラスタとして17％を占める「差異大・
均衡期待群」に分類し、その分類に基づく子どもの問題行動得点の違いを検討した。その
結果、「非活動性・不注意」と「怒り・攻撃性」いずれにおいても、「差異大・均衡期待群」
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が「差異小・結びつき高期待群」と「差異小・結びつき低期待群」よりも有意に高く、「差
異小・結びつき高期待群」と「差異小・結びつき低期待群」においては有意な差が認めら
れなかった。家族構造の現実と理想の差異から導かれた３つのタイプを検討していく上で、
「差異小・結びつき高期待群」と「差異小・結びつき低期待群」という２つは、「結びつき」
が強くなることを期待するか、もう少し弱くなるよう期待するかといった違いであり、そ
の値も概ね±.50付近であり、両群は現実と理想の家族構造がそれほど乖離していないタ
イプであると考えられる。一方で、第３クラスタはその差異が大きく、現実と理想がかけ
離れた家族構造であると解釈できる。したがって、「差異小・結びつき高期待群」と「差
異小・結びつき低期待群」の２つのタイプの違いを詳細に解釈することは解釈を誤る可能
性があるため、これら２つを差異が小さい群とし、「差異大・均衡期待群」と比較すると
子どもの現実と理想の差異が大きいほど、子どもの問題行動得点が高いといえる。つまり、
このことは子どもがこうありたい、こうあって欲しいと望んでいる程度と子どもの問題行
動が関連しているということを意味し、本研究で仮定したシステム論的観点からみると「自
己制御性」と「変換性」のバランスを欠いた状態にあり、前者が後者を上回る状態により
家族システムの発達が阻害されている状態であることが伺える。
　詳細にみていくと、第３クラスタである「差異大・均衡期待群」は、子どもが父母間、父子間、
母子間の強い結びつきを期待するとともに、勢力については、とりわけ母子間、父子間に
おける父親の勢力の弱さを期待していると解釈できる。しかし、一方で、現実と理想の差
異が青年の問題行動を生起させるという因果論的立場をとらない。例えば、青年が非活動
的で不注意が目立つ、あるいは怒りや攻撃性の問題を呈し、それらを問題としている家族
を想定してみる。父親はこのような問題を持つ青年に対して、活動的であるように、ある
いは何故そのようなことをするのか、といった父子関係のコミュニケーションを生起させ
る、あるいは夫婦間の意見の食い違いによる否定的なやり取りがなされる。しかし、青年
の問題がなければこのようなコミュニケーションは生起しない。この状況では青年の問題
があるがゆえ、父親は青年に対し強制的な言動や否定的なコメントを行い、より関心を払
うよう駆り立てられ、結びつきが弱くなることが想定される。すなわち、青年の問題が家
族成員間の相互作用を促進し、問題をその内に含む家族システムが構成されていると考え
ることができ、青年からみる現実と理想の家族構造の差異と青年の問題行動とは共変関係
として捉えることができる。いずれにしても、青年の望む家族の在り方と現実の家族の在
り方の大きな差異は、青年の問題と関連する一指標としての重要な観点であると思われる。
３．今後の課題
　最後に、今後の課題として以下の３点について指摘する。第一に、本研究で作成した中
学生の家族内における各関係性を測定する項目では、「結びつき」、「勢力」について、各
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３項目を作成し、それらは野口ら（2009）の項目との関連が示され、構成概念の妥当性は
確認できた。しかしながら、信頼性という観点では「勢力」においてα係数が低い関係も
みられた（α＝.72～.92）。これを詳細にみていくと、低い値は母子間の「勢力」であった。
狐塚（2011）の知見では、家族内のコミュニケーションは母親を中心に展開されているこ
とを指摘すると共に、父母間や父子間よりも母子間では相対的にコミュニケーションの頻
度が多く、「結びつき」も強いことを指摘している。このことを踏まえると、母子関係の「勢
力」というのは、その関係が密であるが故、他の関係と比べ、子ども自身が相対的に客観
視しにくい性質をもつことも考えられる。本研究においては３項目という少ない項目数で
の査定であったが、母子関係における互いの影響力や発言力、決定力については、他の関
係との質的な違いを考慮した検討も求められよう。
　第二に、子どもの問題行動を簡易的に捉える顕在的問題行動尺度を作成し、家族構造と
の関連を検討した。問題行動が子どもの内に向くか（非活動性・不注意）、外に向くか（怒
り・攻撃性）といった２因子に基づく少数項目を作成することができたとともに１因子分
析モデルの適合度も確認できた。しかしながら、信頼性という観点からは、とりわけ「非
活動性・不注意」因子における項目内容の再検討が必要であり、また、妥当性の観点から
は外的基準を用いた基準関連妥当性の検討も必要となろう。
　最後に、本研究は青年期の家族関係の在り方を検討するため、大学生や高校生に比べ、
家族と日常を共にする時間が多いであろう中学生を対象に、普段の家族との関係を検討し
た。しかし、家族構造（現実）のクラスタでは、三者が平均的な結びつきで母親の勢力が
高いという、不均衡とは言えないが、特に結びつきが高くもなく、勢力が均衡している構
造でもない家族の形態においても、三者間の結びつきが高く勢力が均衡である家族の形態
と同様に子どもの問題行動得点が低かった。この結果は、子どもの問題行動を家族との関
連で説明できない要因があると共に、普段の家族関係のみならず、ある程度子どもに心理
的な負荷のかかった状態の渦中にある家族の在り方について、性差を踏まえた検討を行う
ことで明らかになっていくと考えられる。
注１）
　「勢力」因子を測定する項目の一つに、「〇は、〇が迷ったときに決めてくれる（決めてあげる）」
と記載した内容は、子どもの視点から測定するため、例えば、母子間では「あなたは、母親が迷っ
たときに決めてあげる」と「母親は、あなたが迷ったときに決めてくれる」という能動態と受動態
の質問内容に分けた。
注２）
　「勢力」の得点化は、狐塚（2011）にならい、父親から母親への得点から母親から父親への得点を
引いた値を父母間の勢力得点とした。父親（母親）から青年への得点から、青年から父親（母親）へ
の得点を引いた値を、それぞれ父子間、母子間の勢力得点とした。父母間では、得点が高いほど父の
勢力が強く、父子間・母子間では、勢力得点が高いほど父親（母親）の勢力が強いことを意味する。
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The purpose of this study was to examine the association of family structure and child 
behavioral problems. First, we have refined the scale to measure family structure and 
child behavioral problems. Next, Participants were 264 junior high school students (135 
boys and 129 girls) and answered a questionnaire. The survey queried cohesion and 
power for three dyadic relationships (marital, father-adolescent and mother-adolescent) 
and the child behavioral problems perceived by adolescent. The results of the survey 
revealed low child behavioral problems were shown for adolescents in a family 
structure: high cohesion and balanced power relationships between all dyads (marital, 
father-adolescent and mother-adolescent). In contrast, High child behavioral problems 
were shown for adolescents in a family structure: low cohesion and imbalanced power 
relationships between all dyads (marital, father-adolescent and mother-adolescent) and 
the size of the difference between real and ideal family structure. Finally, we discussed 
the association of family structure and child behavioral problems, pointed out clinical 
implications in family therapy.
